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平成平成平成平成    11119999年年年年    3333月期月期月期月期    決算短信決算短信決算短信決算短信 
平成19年5月14日 

    上 場 会 社 名        世紀東急工業株式会社                             上場取引所 東証一部 
    コ ー ド 番 号         1898                                     （ＵＲＬ  http://www.seikitokyu.co.jp/） 
    代  表  者 （役職名）代表取締役社長 （氏名）奥澤 靖司 
    問合せ先責任者 （役職名）取締役財務部長 （氏名）佐藤 俊昭   ＴＥＬ ( 03 ) 3434 - 3256 
    定時株主総会開催予定日  平成19年6月28日           
    有価証券報告書提出予定日 平成19年6月28日                                            

（百万円未満切捨て） 
    １．19年3月期の連結業績（平成18年4月1日～平成19年3月31日） 
    (1)連結経営成績                                     （％表示は対前期増減率） 

 売 上 高     営業利益 経常利益 当期純利益 
 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％ 

19年3月期 
18年3月期 

70,442     9.7 
64,204  △ 8.6 

        617     － 
38 △ 96.1 

 220    － 
△ 770    － 

752    － 
△ 15,218    － 

 

 １株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益        

自 己 資 本 
当期純利益率 

総 資 産 
経常利益率 

売 上 高 
営業利益率 

  円 銭  円 銭 ％ ％ ％ 
19年3月期 
18年3月期 

5.39 
△ 151.19 

 

－ 
－ 

17.5 
△ 277.1 

 

0.4 
△ 1.2 

 

0.9 
 0.1 
     (参考) 持分法投資損益  19年3月期     － 百万円  18年3月期      － 百万円 

          
    (2)連結財政状態 

 総 資 産      純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 
 百万円 百万円 ％ 円  銭 

19年3月期 
18年3月期 

49,082 
53,649 

4,626 
3,980 

9.4 
7.4 

△ 37.70 
△ 43.02 

    (参考) 自己資本     19年3月期     4,626百万円   18年3月期      －  百万円 
     
    (3)連結キャッシュ･フローの状況 

 営業活動による          
キャッシュ・フロー 

投資活動による          
キャッシュ・フロー 

財務活動による          
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高          

 百万円 百万円 百万円 百万円 
19年3月期 
18年3月期 

4,137 
4,306 

 

△ 46 
△ 875 

 

△ 4,703 
△ 3,182 

 

1,220 
1,819 

     
２．配当の状況 

 
３．20年3月期の連結業績予想（平成19年4月1日～平成20年3月31日） 

 （％表示は、通期は対前期、中間期は対前年中間期増減率） 
 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 当期純利益 1株当たり 

当期純利益 
 百万円  ％ 百万円  ％ 百万円  ％ 百万円  ％ 円  銭 

中 間 期 
通    期 

23,600 △ 7.7 
66,900 △ 5.0 

△ 790   － 
730   18.2 

△ 960   － 
     370   68.1 

△ 1,000     － 
 270 △ 64.1 

△ 7.16 
1.93 

     
 
 
 
 

1株当たり配当金 
（基準日） 

中間期末 期 末 年 間 
配当金総額 
（年間） 

配当性向 
（連結） 

純資産 
配当率 
（連結） 

 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％ 
18年3月期 
19年3月期 

－ 
－ 

－ 
－ 

0.00 
0.00 

－ 
－ 

－ 
－ 

－ 
－ 

20年3月期 
(予想) － － 0.00 － － － 
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    ４．その他 

(1)期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  有・無 
  新規 2社（社名 若栗建材㈱・㈱ロイヤルフォレストゴルフ倶楽部） 
除外 1社（社名  ㈱ロイヤルフォレストゴルフ倶楽部） 

       
    (2)連結財務諸表作成に係わる会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（会計方針の変更に記載されるもの） 

① 会計基準等の改正に伴う変更     有・無 
② ①以外の変更            有・無 

     
    (3)発行済株式数（普通株式） 

①期末発行済株式数（自己株式を含む）   19年3月期  139,853,965株  18年3月期  139,853,965株 
②期末自己株式数             19年3月期    137,197株  18年3月期    120,460株 
 

 
        (参考)個別業績の概要 

 
１．19年3月期の業績（平成18年4月1日～平成19年3月31日） 

    (1)経営成績                                      （％表示は対前期増減表率） 
 売 上 高     営業利益 経常利益 当期純利益 
 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％ 

19年3月期 
18年3月期 

68,797     10.3 
62,353   △ 8.9 

485     － 
22 △ 97.9 

 959     － 
△ 848     － 

668      － 
△ 17,128    － 

 
   １株当たり 

当期純利益 
潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益        

  円 銭  円 銭 
19年3月期 
18年3月期 

 4.78 
△ 170.17 

－ 
－ 

 
(2)個別財政状態 
 総 資 産      純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円  銭 
19年3月期 
18年3月期 

49,334 
52,777 

4,322 
3,718 

8.8 
7.0 

△ 40.20 
△ 45.18 

    (参考) 自己資本     19年3月期     4,322百万円   18年3月期     －  百万円 
 
２．20年3月期の個別業績予想（平成19年4月1日～平成20年3月31日） 

 （％表示は、通期は対前期、中間期は対前年中間期増減率） 
 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 当期純利益 1株当たり 

当期純利益 
 百万円  ％ 百万円  ％ 百万円  ％ 百万円  ％ 円  銭 

中 間 期 
通    期 

23,100  △ 7.6 
66,000  △ 4.1 

 

△ 820     － 
650   33.8 

△ 990    － 
280 △ 70.8 

△ 1,020      － 
220 △ 67.1 

△ 7.30 
1.57 

 
 

       
 
 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
業績予想につきましては、現時点において合理的と判断する一定の前提に基づいており、様々な不確定 
要素が内在しているため、実際の業績は予想数値と異なる可能性があります。 
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１１１１．．．．経経経経    営営営営    成成成成    績績績績    
 
（１）経営成績に関する分析 
①当期の経営成績 
当連結会計年度におけるわが国経済は、好調な企業収益を背景に設備投資や雇用の拡大が続き、

個人消費にも持ち直しの兆しが見られるなど、景気は緩やかな回復基調を持続してまいりました。 
道路建設業界におきましては、民間建設需要は引き続き増加傾向を示したものの、国、地方の

財政状況を反映して、公共事業費はさらに減少を続けており、企業間の価格競争も一段と激しさ

を増すなど、業界を取り巻く事業環境は引き続き厳しいものとなりました。 
   このような状況のもと、当社グループ各社は継続して積極的な営業展開を図るとともに、経費

の削減、有利子負債の圧縮に全社を挙げて取り組み、収益力の向上に努めてまいりました。 
その結果、受注高は７１５億９５百万円（前年度比８．７％増）、売上高は７０４億４２百万

円（前年度比９．７％増）となり、また、損益につきましては、経常利益は２億２０百万円（前

年度は経常損失７億７０百万円）、ゴルフ場事業の売却益を計上したこと等により当期純利益は

７億５２百万円（前年度は当期純損失１５２億１８百万円）となりました。 
なお、事業の種類別セグメントの業績は次の通りです。 

 
「建設事業」 
   建設事業におきましては、公共工事の減少が続き厳しい受注競争を強いられるなか、民間工事

の受注拡大や環境関連をはじめとする周辺事業分野への積極的な営業展開を行い、収益確保を図

ってまいりました。その結果、受注高は５０８億７０百万円（前年度比６．６％増）、完成工事

高は４９７億１７百万円（前年度比７．９％増）となりました。また、損益につきましても、売

上高が増加したことにより、営業利益は１２億７２百万円（前年度比６０．６％増）となりまし

た。 
 
なお、主な受注工事および完成工事は、次の通りであります。 
主要受注工事 
発 注 者 工 事 名 工事場所 

東日本高速道路株式会社 北関東自動車道桜川舗装工事 茨 城 県

中日本高速道路株式会社 中央自動車道上野原～勝沼間舗装補修工事 山 梨 県

首都高速道路株式会社 （修）舗装改良工事１８－２－１ 東 京 都

国土交通省北海道開発局 一般国道３８号浦幌町直別路肩拡幅工事 北 海 道

国土交通省東北地方整備局 一般国道７号宮内道路舗装工事 秋 田 県

国土交通省関東地方整備局 古河東本町（下り）電線共同溝工事 茨 城 県

国土交通省中国地方整備局 東広島・呉道路下三永ＩＣ舗装工事 広 島 県

農林水産省九州農政局 平成１８年度大野川上流農業水利事業茶臼塚支線水路（波野工区）工事 熊 本 県

財団法人東京港埠頭公社 平成１８年度外貿埠頭ヤード舗装及びその他補修工事 東 京 都

東京急行電鉄株式会社 世田谷線松原３号踏切道他２箇所軌道下横断配水管布設替工事に伴う立坑工事（受託工事） 東 京 都
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主要完成工事 
発 注 者 工 事 名 工事場所 

西日本高速道路株式会社 松山自動車道松山管内舗装補修工事 愛 媛 県

国土交通省北海道開発局 一般国道４０号名寄市智恵文舗装外一連工事 北 海 道

国土交通省北陸地方整備局 庄・加茂舗装工事 石 川 県

国土交通省中部地方整備局 平成１８年度沼津管内道路整備工事 静 岡 県

国土交通省近畿地方整備局 橋本道路河瀬地区外舗装工事 和歌山県

国土交通省四国地方整備局 平成１８年度宇多津沿道環境改善工事 香 川 県

内閣府沖縄総合事務局 那覇空港誘導路改良工事 沖 縄 県

岩 手 県 釜石港須賀地区野積場舗装その２工事 岩 手 県

大 阪 市 南部管理事務所管内一円（補修・受託・取付管）工事跡舗装復旧工事 大 阪 府

千葉市土気東土地区画整理組合 平成１８年度補助事業区画道路築造工事（その２） 千 葉 県

 
「舗装資材製造販売事業」 
   舗装資材製造販売事業におきましては、道路建設投資の減少に加え、原材料価格の高止まりに

より事業環境は一段と厳しさを増しております。このような事業環境のもと、当社では他社との

合材工場の協業化を推進し、運営効率の向上と事業拠点の拡充を図るとともに、リサイクル事業

の強化に積極的に取り組み、収益の確保に努めてまいりました。その結果、売上高は２０２億   
１１百万円（前年度比１４．９％増）、営業利益は１８億３百万円（前年度比１８．０％増）と

なりました。 
 
「スポーツ関連事業及び不動産事業等」 
   スポーツ関連事業及び不動産事業等につきましては、売上高は５億１３百万円（前年度比    
５．６％減）、営業利益は８５百万円（前年度比１３１．６％増）となりました。 

 
②次期の見通し 
今後の経済情勢につきましては、底堅い国内民間需要に支えられ、景気は引き続き堅調に推移

するものと見込まれておりますが、一方で米国経済の減速懸念は今なお払拭されておらず、また

原油価格の動向が内外経済に与える影響も憂慮されるなど、引き続き予断を許さない状況が続く

ものと予想されます。 
道路建設業界におきましても、平成１９年度の政府建設投資は９年連続で減少するとの見通し

が示されており、中長期的にみても建設投資の縮小による競争激化は不可避の情勢であります。 
このような状況を踏まえ、当社グループといたしましては、全社を挙げて収益構造・財務体質

の改善・強化に向けた取り組みをより強力に推進し、業績の回復を期してまいります。 
なお、次期の見通しとしては、売上高６６９億円、経常利益３億７０百万円、当期純利益２億  

７０百万円を見込んでおります。 
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（２）財政状態に関する分析 
 ①資産、負債及び純資産の状況 
 「資産の状況」 
  資産の状況につきましては、完成工事未収金や受取手形の減少などにより流動資産が３７億 
６５百万円減少し、また固定資産が８億円減少したことにより、当連結会計年度末の資産合計は、

前連結会計年度末と比較して４５億６６百万円減少し、４９０億８２百万円となりました。 
「負債の状況」 
  負債の状況につきましては、前連結会計年度に引き続き有利子負債の削減を進めた結果、短期

借入金が２２億１百万円、長期借入金が２５億円それぞれ減少したことなどにより、当連結会計

年度末の負債合計は、前連結会計年度末と比較して５２億１１百万円減少し、４４４億５６百万

円となりました。 
「純資産の状況」 
 当連結会計年度末の純資産合計は、当期純利益７億５２百万円を確保したことにより、前連結

会計年度末と比較して６億４５百万円増加し、４６億２６百万円となりました。 
 
②キャッシュ・フローの状況 
「営業活動によるキャッシュ･フロー」 
当連結会計年度におきましては、税金等調整前当期純利益８億４５百万円を確保したことに加

え、売上債権が大幅に減少したことなどにより、営業活動によるキャッシュ･フローは、４１億３

７百万円の資金増加（前年度は４３億６百万円の資金増加）となりました。 
「投資活動によるキャッシュ･フロー」 
当連結会計年度におきましては、コンクリート破砕事業にかかる事業用地や機械設備などの有

形固定資産取得により１２億４６百万円減少したものの、期中に子会社株式を譲渡したことなど

により、投資活動によるキャッシュ・フローは４６百万円の資金減少（前年度は８億７５百万円

の資金減少）となりました。 
「財務活動によるキャッシュ・フロー」 
当連結会計年度における財務活動によるキャッシュ・フローは、引き続き積極的に有利子負債

の削減を進めたことにより、４７億３百万円の資金減少（前年度は３１億８２百万円の資金減少）

となりました。 
 
   以上の結果、当連結会計年度における現金及び現金同等物の期末残高は前連結会計年度の期末

残高と比べ５億９８百万円減少し、１２億２０百万円（前年度比３２．９％減）となりました。 
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③キャッシュ・フロー関連指標の推移 

 平成１６年３月期 平成１７年３月期 平成１８年３月期 平成１９年３月期

自己資本比率（％） １３．３ ９．４ ７．４ ９．４

時価ベースの自己資本比率（％） １０．４ １２．６ ３９．３ ２６．８

キャッシュ・フロー対有利子負
債比率（％） △ ６７．９ ９．４ ４．３ ３．３

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） △  ０．７ ４．３ １３．９ １０．８

（注）自己資本比率：自己資本／総資産 
    時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 
    キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー 
    インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い 
※ いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 
※ 株式時価総額は、自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。 
※ キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しております。 
※ 有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を支払っている全ての負

債を対象としております。 
 
 
（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

利益配分につきましては、業績の状況や財務内容、将来の経営環境等を総合的に勘案
して決定しており、当期の配当につきましては誠に遺憾ながら見送らせていただくこと
といたしました。また、当社を取り巻く事業環境を鑑みますと、中長期的に企業価値の
向上を目指すためには、経営基盤を早急に強化することが重要な経営課題となっており、
本書提出日現在の予想では、次期につきましても配当を見送らせていただく見通しであ
ります。  
今後につきましては、全社を挙げて収益力の向上と財務体質の改善に取り組み、株主

の皆様のご期待に添うべく早期復配に向け、業績の回復に努めてまいる所存であります。 
 
 
（４）事業等のリスク 
  当社グループの事業等のリスクについて、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項

には、以下のようなものがあります。 
  なお、文中における将来に関する事項は、本書提出日（平成１９年５月１４日）現在において当

社グループが判断したものであります。 
 
①経済情勢について 

    当社グループの事業内容のうち、主要な部分を占める建設事業および舗装資材製造販売事業の

業績は、公共工事の発注動向に大きく影響されます。したがいまして、公共事業費の過度の縮減

傾向は、当社グループの収益に悪影響を及ぼす可能性があります。また、同様の理由から取引先

の経営状態が悪化した場合、貸倒れの発生等により当社グループの業績に悪影響を及ぼす可能性

があります。 
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  ②資材価格の変動について 
    当社グループで製造する舗装資材の主要な原材料はストレートアスファルトであり、原材料の

仕入値は原油市場の動向に大きく左右されます。仕入価格の上昇を製品価格に転嫁できない場合、

国際石油価格の著しい変動による仕入価格の上昇が、当社グループの経営成績に悪影響を及ぼす

可能性があります。 
    また、建設事業につきましても同様に、製品価格の高騰により利益率が低下する可能性があり

ます。 
③シンジケートローンならびに金利の変動について 

    当社は安定的な金融取引体制の構築を目的として、金融機関数社との間にシンジケートローン

契約を締結いたしておりますが、本契約には一定の財務制限条項が付されており、これらの条件

に抵触した場合には期限の利益を喪失し、一括返済を求められる可能性があります。 
また、本契約による借入金残高は全て変動金利によるものであり、将来の金利情勢の動向が、

当社グループの業績に悪影響を及ぼす可能性があります。  
④潜在株式について 

    当社は、自己資本の充実と有利子負債の圧縮を目的として、平成１７年９月に総額１２２億円

の第三者割当増資を実施いたしました。本件増資に伴い、一部優先株式（Ａ種優先株式６００万

株、Ｂ種優先株式１，２４０万株）を発行いたしましたが、同株式には普通株式を対価とする取

得請求権が付されており、将来、権利が行使された場合には、当社の一株当たりの株式価値に希

薄化が生じる可能性があります。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



世紀東急工業㈱（1898）平成 19 年３月期決算短信 

 ８

 

２２２２．．．． 企 業 集 団企 業 集 団企 業 集 団企 業 集 団 のののの 状状状状 況況況況    
 

 当企業集団は、舗装・土木を主とする建設事業及び舗装資材の製造販売等を営んでいる当社（世紀東急工業㈱）､
子会社１０社、関連会社２社及びその他の関係会社２社で構成されておりますが、当企業集団各社の主な事業内
容と当該事業における位置付けは以下のとおりであります。 
 なお、当企業集団は東京急行電鉄㈱を中心とする東急グループの一員であります。 
 
建 設 事 業・・・当社と子会社である新世紀工業㈱、やまびこ工業㈱、㈱大和舗道、ほくりく工業㈱、み 
               ちのく工業㈱及び中外エンジニアリング㈱、関連会社であるガルフシール工業㈱が営ん 

でおります。 
               新世紀工業㈱及び中外エンジニアリング㈱からは工事の一部を受注しております。また、 
               その他の関係会社である東急建設㈱及び東京急行電鉄㈱からも、工事の一部を受注してお 
               ります。 
     舗装資材製造販売事業・・・当社と子会社である新世紀工業㈱、エスティ建材㈱及び若栗建材㈱、関連会社である能登 
               アスコン㈱が営んでおります。 
               新世紀工業㈱、エスティ建材㈱及び能登アスコン㈱からは製造された舗装資材の一部を購 
               入し、また、当社からも同社へ同様の製品の一部を販売しております。 
     不 動 産 事 業 等・・・当社は上記の事業の他にも不動産事業等を営んでおります。 
               子会社であるエス・ティ・サービス㈱は建設機械の販売及び自動車等のリース事業を営ん 
               でおり、当社はその一部を購入または賃借しております。 
               ㈱水戸プロパティーは不動産の賃貸事業を営んでおります。 
 

なお、前連結会計年度に非連結子会社であった若栗建材㈱は連結子会社に、関連会社であった中外エンジニア
リング㈱は非連結子会社に、当連結会計年度よりそれぞれ変更しております。また、当連結会計年度より連結の
範囲に含めていた㈱ロイヤルフォレストゴルフ倶楽部は、連結の範囲から除外しております。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

    

    

 
建 設 事 業 

 
舗装資材製造 
  販売事業 

 
不動産事業等 

エ ス テ ィ 建 材 ㈱

ガ ル フ シ ー ル 工 業 ㈱

能 登 ア ス コ ン ㈱

（工事の発注）

（工事の請負）

（製品の販売）

（製品の販売）

（製品の販売）

(機械等の購入及び賃借) 

㈱ 水 戸 プ ロ パ テ ィ ー
（業務の委託） 

東 急 建 設 ㈱ 

東京急行電鉄㈱ 

中外エンジニアリング㈱
（工事の請負）

（工事の請負） 

（工事の請負） 

連 結 子 会 社 ９社 

関 連 会 社 ２社 

(注) 

その他の関係会社 ２社 

㈱ 大 和 舗 道

新 世 紀 工 業 ㈱

ほ く り く 工 業 ㈱

エス・ティ・サービス㈱

み ち の く 工 業 ㈱

や ま び こ 工 業 ㈱

若 栗 建 材 ㈱
（製品の販売）

非 連 結 子 会 社 １社 
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３３３３．経経経経    営営営営    方方方方    針針針針     
 

（１）会社の経営の基本方針  
  当社は、「豊かな地域社会づくりに貢献する生活基盤創造企業」を標榜し、社会資本
の整備を責務として事業を展開しております。当社グループにおいてはこの考え方をも
とに、道路建設を主軸に土木、水利・環境、舗装資材の製造販売等の事業領域を確保し、
社会基盤整備の担い手として、健全な発展と存続を目指しております。  

 
（２）中長期的な会社の経営戦略及び目標とする経営指標  

当社グループでは、中長期的な企業価値の向上を図るべく、全社を挙げて収益構造の
改善と財務基盤の強化に取り組んでおります。  
①収益構造改善  
ア．事業所（営業所・合材工場）の強化  
  事業の拠点となる営業所および合材工場への支援体制を充実させることにより、
各事業所の競争力強化を図っております。  

イ．技術力・提案力の強化  
  入札制度の変化に対応する技術力ならびに技術提案力の強化に努めるとともに、
環境関連をはじめとする周辺事業分野への積極的な営業展開を行うなど、新たなニ
ーズの創出に取り組み、受注確保を図ってまいります。  

ウ．受注競争力の強化  
  社会経済環境の変化に応じ、継続して民間工事の受注拡大に努めるとともに、顧
客重視に立脚した営業組織への転換を進めることにより顧客層の拡充に取り組む
ほか、価格と品質に優れたサービスの提供に注力することにより、受注競争力の強
化に努めてまいります。  

エ．収益力の強化  
  建設事業と舗装資材製造販売事業の連携強化および業務の合理化等により機動
的かつ効率的な事業体制の構築を推進しております。  
また、建設事業では積算体制の強化、コストの圧縮などにより、受注競争力の拡
充と不採算工事の排除に努める一方、舗装資材製造販売事業においては、合材工場
の協業化を進め、運営効率の向上と事業拠点の拡充を図るほか、建設廃材のリサイ
クル事業に積極的に取り組むことにより、引き続き収益力の向上を図ってまいりま
す。  

②財務基盤強化  
  一昨年実施した資本増強策により大幅に改善した財務体質をより健全なものとす
るため、業績の回復はもとより、さらなる選択と集中の徹底により経営資源の最適
化と利益の最大化に取り組み、企業価値の向上を目指してまいります。  

 
  当社グループでは各経営指標の向上を図り、安定した経営基盤を構築するため、以上
の取り組みを通じて着実に業績目標を達成することを目指しており、平成２０年３月期
においては、連結業績予想に記載のとおり営業利益７億３０百万円、経常利益３億７０
百万円の達成に努めるものとしております。  
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（３）会社の対処すべき課題  

道路建設業界では、建設投資の縮小により厳しい事業環境を強いられており、中長期
的にみても公共事業費のさらなる減少が避けられないなか、今後とも企業間競争は熾烈
を極めるものと予想されます。  
また、入札・契約制度改革が急速に進められるなか、企業が競争優位を確保していく

ためには、技術力をはじめ企業体質全般の強化が重要な課題となっております。  
このような状況を踏まえ、当社では「（２）中長期的な会社の経営戦略及び目標とす

る経営指標」に基づく諸施策に取り組み、収益構造の改善と財務基盤の強化を図ってま
いります。  
また、顧客をはじめとする各ステークホルダーの信頼を克ちとるべく、環境保全や品

質確保、リスク管理を含む内部統制システムの整備などへの取り組みを強化しており、
今後とも、これらの取り組みを加速度的に推進し、より強固な経営基盤の確立に努めて
まいります。  
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４４４４    連 結 財 務 諸 表連 結 財 務 諸 表連 結 財 務 諸 表連 結 財 務 諸 表 等等等等    
    
（１）連 結 貸 借 対 照 表 

                                                 （単位：百万円） 

前連結会計年度末 

（平成１８年３月３１日現在） 

当連結会計年度末 

（平成１９年３月３１日現在） 
比 較 増 減 

       期   別 

 

 科   目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 

（ 資 産 の 部 ）  ％  ％  

      

流 動 資 産 ３５，３１３ ６５．８ ３１，５４７ ６４．３ △ ３，７６５ 

  現 金 預 金 １，８１９  １，２２０  △ ５９８ 

  受 取 手 形 ・ 

  完成工事未収入金等 
２８，２７１  ２４，１３５  △ ４，１３５ 

  未 成 工 事 支 出 金 ３，８６３  ３，５５７  △ ３０５ 

  その他たな卸資産 ４６９  ４０７  △ ６２ 

  そ の 他 １，９３２  ２，５２５  ５９３ 

  貸 倒 引 当 金 △ １，０４２  △ ２９９  ７４３ 

      

固 定 資 産 １８，３３４ ３４．２ １７，５３４ ３５．７ △ ８００ 

 有形固定資産 １６，６８５  １６，１５４  △ ５３１ 

  建 物 ・ 構 築 物 ９，３５７  ６，４９７  △ ２，８６０ 

  機械・運搬具・工具器具備品 １６，１１３  １５，６２８  △ ４８５ 

  土 地 １２，２６７  １１，９８０  △ ２８７ 

  建 設 仮 勘 定 ５１  －  △ ５１ 

  そ の 他 １５８  －  △ １５８ 

  減 価 償 却 累 計 額 △ ２１，２６４     △ １７，９５２  ３，３１１ 

      

無形固定資産 １９４  １８５  △ ９ 

      

 投資その他の資産 １，４５４  １，１９５  △ ２５９ 

  投 資 有 価 証 券 ４８７  ４１１  △ ７６ 

  長 期 滞 留 債 権 １９，８８５  ２０，９７３  １，０８８ 

  破 産 更 生 等 債 権 ３，０６９  ２，２０３  △ ８６６ 

  そ の 他 ８６０  ５５１  △ ３０９ 

  貸 倒 引 当 金 △ ２２，８４８  △ ２２，９４４  △ ９６ 

      

繰 延 資 産 １ ０．０ ０ ０．０ △ ０ 

      

資 産 合 計 ５３，６４９ １００．０ ４９，０８２ １００．０ △ ４，５６６ 
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                          （単位：百万円） 

前連結会計年度末 

（平成１８年３月３１日現在） 

当連結会計年度末 

（平成１９年３月３１日現在） 
比 較 増 減 

       期   別 

 

 科   目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 

（ 負 債 の 部 ）  ％  ％  

      

流 動 負 債 ３１，０５５ ５７．９ ２８，８８１ ５８．９ △ ２，１７３ 

  支払手形・工事未払金等 ２４，００２  ２３，１０６  △ ８９６ 

  短 期 借 入 金 ３，２０１  １，０００  △ ２，２０１ 

  未 払 法 人 税 等 １４８  ７６  △ ７１ 

  未 成 工 事 受 入 金 ２，６０３  ２，７７４  １７０ 

  完成工事補償引当金 ３５  ６０  ２４ 

  受注工事損失引当金 ７  １１  ４ 

  賞 与 引 当 金 ９０  ２５１  １６１ 

  そ の 他 ９６５  １，６０３  ６３７ 

      

固 定 負 債 １８，６１３ ３４．７ １５，５７５ ３１．７ △ ３，０３８ 

  長 期 借 入 金 １５，１６５  １２，６６５  △ ２，５００ 

  退 職 給 付 引 当 金 ２，７４５  ２，８８２  １３７ 

  繰 延 税 金 負 債 －  ７  ７ 

  そ の 他 ７０３  ２０  △ ６８３ 

負  債  合  計 ４９，６６８ ９２．６ ４４，４５６ ９０．６ △ ５，２１１ 

（ 資 本 の 部 ）      

      

資 本 金 ２，０００ ３．７ － － △ ２，０００ 

資 本 剰 余 金 １８，６７９ ３４．８ － － △ １８，６７９ 

利 益 剰 余 金 △ １６，８６６ △３１．４ － － １６，８６６ 

その他有価証券評価差額金 １８１ ０．３ － － △ １８１ 

自 己 株 式 △ １４ △ ０．０ － －  １４ 

資  本  合  計 ３，９８０ ７．４ － － △ ３，９８０ 

負債資本合計 ５３，６４９ １００．０ － － △ ５３，６４９ 
（ 純 資 産 の 部 ）      

      
株 主 資 本 － － ４，５０６ ９．２ ４，５０６ 
資 本 金 － － ２，０００ ４．１ ２，０００ 
資 本 剰 余 金 － － １，５５０ ３．１ １，５５０ 
利 益 剰 余 金 － － ９７１ ２．０ ９７１ 
自 己 株 式 － － △ １５ △ ０．０ △ １５ 

      
評価・換算差額等 － － １１９ ０．２ １１９ 
その他有価証券評価差額金 － － １１９ ０．２ １１９ 

      

純 資 産 合 計 － － ４，６２６ ９．４ ４，６２６ 

負債純資産合計 － － ４９，０８２ １００．０ ４９，０８２ 
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（２）連 結 損 益 計 算 書 
                                                 （単位：百万円） 

前 連 結 会 計 年 度 
自 平成１７年４月 １日 
至 平成１８年３月３１日 

当 連 結 会 計 年 度 
自 平成１８年４月 １日 
至 平成１９年３月３１日 

比較増減 
期   別 

 
 
科   目 金 額 百分比 金 額 百分比 金 額 
  ％  ％  
売 上 高 （６４，２０４） （１００．０） （７０，４４２） （１００．０） （６，２３８）
 完 成 工 事 高 ４６，０６３ １００．０ ４９，７１７ １００．０ ３，６５４ 
 製 品 売 上 高 １７，５９７ １００．０ ２０，２１１ １００．０ ２，６１４ 
 不動産事業等売上高 ５４３ １００．０ ５１３ １００．０ △ ３０ 
売 上 原 価 （５９，５８３） （９２．８） （６５，０６７） （９２．４） （５，４８３）
 完 成 工 事 原 価 ４３，４９０ ９４．４ ４６，７８２ ９４．１ ３，２９１ 
 製 品 売 上 原 価 １５，５５３ ８８．４ １８，０３６ ８９．２ ２，４８３ 
 不動産事業等売上原価 ５３８ ９９．１ ２４７ ４８．２ △ ２９１ 
売 上 総 利 益 （４，６２０） （７．２） （５，３７５） （７．６） （７５４）
 完 成 工事総利益 ２，５７２ ５．６ ２，９３５ ５．９ ３６２ 
 製 品 売上総利益 ２，０４３ １１．６ ２，１７４ １０．８ １３１ 
 不動産事業等売上総利益 ４ ０．９ ２６５ ５１．８ ２６０ 
販売費及び一般管理費 ４，５８２ ７．１ ４，７５７ ６．７ １７５ 
営 業 利 益 ３８ ０．１ ６１７ ０．９ ５７８ 
      
営 業 外 収 益 （４１） （０．１） （５２） （０．０） （ １０）
 受 取 利 息 ２  １１  ８ 
 受 取 配 当 金 １１  ５  △ ５ 
 土 地 賃 貸 料 １６  １５  △ １ 
 雑 収 入 １０  ２０  ９ 
営 業 外 費 用 （８５１） （１．３） （４５０） （０．６） （△ ４００）
 支 払 利 息 
 新 株 発 行 費 
 シンジケートローン組成費用 

５０５ 
１１３ 
１６７ 

 ３３８ 
－ 
－ 

 △ １６６ 
△ １１３ 
△ １６７ 

 雑 支 出 ６４  １１２  ４７ 
  経 常 利 益 △ ７７０ △ １．２ ２２０ ０．３ ９９０ 

      
特 別 利 益 （４２６） （０．７） （１，２６２） （１．８） （８３５）
 固 定 資 産 売 却 益 － １ １ 
 ゴルフ会員権償還益 １５ － △ １５ 
 投資有価証券売却益 ４０１  －  △ ４０１ 
 事 業 売 却 益 －  １，２２０  １，２２０ 
 貸倒引当金戻入益 － ３８ ３８ 
 そ の 他特別利益 １０ １ △ ８ 
特 別 損 失 （２１，４７１） （３３．４） （６３６） （０．９） （△ ２０，８３４）
 固 定 資産売却損 ９  ３０  ２０ 
 固 定 資産除却損 ９  ４１  ３１ 
 貸 倒 損 失 ７４  －  △ ７４ 
 貸倒引当金繰入額 ６８７  －  △ ６８７ 
 販売用不動産評価損 ７９２  －  △ ７９２ 
減 損 損 失 １４，９８９  ３５６  △ １４，６３２ 
ゴルフ会員権評価損 －  １４８  １４８ 
財務再構築関連損失 ４，４５６  －  △ ４，４５６ 
 そ の 他特別損失 ４５１  ６０  △ ３９１ 
  税金等調整前当期純利益 △ ２１，８１４ △ ３４．０ ８４５ １．２ ２２，６６０ 
  法人税、住民税及び事業税 ７９ ０．１ ９２ ０．１ １３ 
  少 数 株 主 利 益 △ ６，６７５ △ １０．４ － － ６，６７５ 
  当 期 純 利 益 △ １５，２１８ △ ２３．７ ７５２ １．１ １５，９７０ 
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（３）連 結 剰 余 金 計 算 書 
 
                            

前 連 結 会 計 年 度          
  自 平成１７年４月 １日 

至 平成１８年３月３１日 

区分 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）   

 

Ⅰ 資本剰余金期首残高 

Ⅱ 資本剰余金増加高 

   増資による新株の発行 

   減資による増加高 

 

 

 

６，１００ 

１２，５７９  

 

３６８ 

      

 

１８，６７９ 

Ⅲ 資本剰余金減少高   

   資本準備金取崩高 ３６８ ３６８ 

Ⅳ 資本剰余金期末残高  １８，６７９ 

   

（利益剰余金の部）   

   

Ⅰ 利益剰余金期首残高  △ ４，５０７ 

Ⅱ 利益剰余金増加高   

   資本準備金取崩高 

   減資による増加高 

３６８ 

２，４９１ 

 

２，８５９ 

Ⅲ 利益剰余金減少高   

   当 期 純 損 失  １５，２１８  １５，２１８ 

Ⅳ 利益剰余金期末残高  △ １６，８６６ 
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（４）連 結 株 主 資 本 等 変 動 計 算 書 
 
当連結会計年度 （自 平成１８年４月１日 至 平成１９年３月３１日）               （単位：百万円） 

株主資本 
 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成１８年３月３１日残高 ２，０００ １８，６７９ △ １６，８６６ △ １４ ３，７９８ 

連結会計 年度中 の変動額      

当期純利益 － － ７５２ － ７５２ 

繰越利益剰余金てん補額 － △ １７，１２８ １７，１２８ － － 

自己株式の取得 － － － △ １ △ １ 

新規連結による剰余金の減少高 － － △ ４３ － △ ４３ 

株主資本以外の項目の連結 
会計年度中の変動額（純額） － － － － － 

連結会計年度中の変動額合計 － △ １７，１２８ １７，８３７ △ １  ７０７ 

平成１９年３月３１日残高 ２，０００ １，５５０ ９７１ △ １５ ４，５０６ 
 

評価・換算差額等 
 その他有価証券  

評 価 差 額 金 
評 価 ・ 換 算 
差 額 等 合 計 

純資産合計 

平成１８年３月３１日残高 １８１ １８１ ３，９８０ 

連結会計 年度中 の変動額    

当期純利益 － －  ７５２ 

繰越利益剰余金てん補額 － － － 

自己株式の取得 － － △ １ 

新規連結による剰余金の減少高 － － △ ４３ 

株主資本以外の項目の連結 
会計年度中の変動額（純額） △６２ △６２ △ ６２ 

連結会計年度中の変動額合計 △６２ △６２ ６４５ 

平成１９年３月３１日残高 １１９ １１９ ４，６２６ 
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（５）連結キャッシュ・フロー計算書 
                                               （単位：百万円） 

前 連 結 会 計 年 度 当 連 結 会 計 年 度  
自 平成１７年４月 １日 自 平成１８年４月 １日 比 較 増 減 

             期     別 
 
 科     目 至 平成１８年３月３１日 至 平成１９年３月３１日  

Ⅰ．営業活動によるキャッシュ・フロー    
   税金等調整前当期純利益または純損失（△） △ ２１，８１４ ８４５ ２２，６６０ 
   減価償却費 ８３６ ７５９ △ ７７ 
   減損損失 １４，９８９ ３５６ △ １４，６３２ 
   貸倒引当金の増加額または減少額（△） ４ △ ６４７ △ ６５１ 
   賞与引当金の増加額または減少額（△） △ １６２ １６１ ３２３ 
   退職給付引当金の増加額または減少額（△） ２２２ １３７ △ ８４ 
   受取利息及び受取配当金 △ １４ △ １６ △２ 
   支払利息 ５０５ ３３８ △ １６６ 
   新株発行費 １１３ － △ １１３ 
   固定資産売却損 ９ ３０ ２０ 
   固定資産除却損 ９ ４１ ３１ 
   事業売却益 － △ １，２２０ △ １，２２０ 
   投資有価証券売却益 △ ４０１ － ４０１ 
   販売用不動産評価損 ７９２ － △ ７９２ 
   ゴルフ会員権評価損 － １４８ １４８ 
   財務再構築関連損失 ４，４５６ － △ ４，４５６ 
   売上債権の減少額または増加額（△） ７，８３３ ４，１５５ △ ３，６７８ 
   未成工事支出金の減少額または増加額（△） △ ２，１４３ ３０５ ２，４４８ 
   仕入債務の増加額または減少額（△） △ ８４５ △ ８９８ △ ５２ 
   未成工事受入金の増加額または減少額（△） １，１０９ １７０ △ ９３９ 
   未払消費税等の増加額または減少額（△） △ ３０６ ５１０ ８１７ 
   その他 △ ４５６ ２０ ４７７ 

小     計 ４，７３９ ５，１９７ ４５８ 
   利息及び配当金の受取額 １４ １６ ２ 
   利息の支払額 △ ３１０ △ ３８２ △ ７２ 
   預り保証金の一括弁済額 － △ ５８７ △ ５８７ 
   法人税等の支払額 △ １３６ △ １０７ ２９ 
営業活動によるキャッシュ・フロー ４，３０６ ４，１３７ △ １６８ 

Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー    
   有形固定資産の取得による支出 △  １，４１７ △ １，２４６ １７０ 
   有形固定資産の売却による収入 ９６ １４４ ４８ 
   投資有価証券の取得による支出 △ ２２ △１０ １２ 
   投資有価証券の売却による収入 ６７９ ５ △ ６７４ 
   子会社株式追加取得による支出 △ ３７０ － ３７０ 
   ゴルフ会員権の売却による収入 ４８ ３０ △１７ 
   子会社売却による収入 － １，６９５ １，６９５ 
   短期貸付金の純増減額（増加：△） ８ △ ６４６ △ ６５４ 
   貸付金の回収による収入 ２２ １２ △ １０ 
   その他 ８０ △ ３０ △ １１１ 
投資活動によるキャッシュ・フロー △ ８７５ △ ４６ ８２９ 

Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロー    
   短期借入金の純増減額（減少：△） △ １６，４０６ △ ２，２０１ １４，２０４ 
   長期借入れによる収入 １６，１６５ － △ １６，１６５ 
   長期借入金の返済による支出 △ １０，８２３ △ ２，５００ ８，３２３ 

株式の発行による収入 ７，８８６ － △ ７，８８６ 
   その他 △ ４ △１ ２ 
財務活動によるキャッシュ・フロー △ ３，１８２ △ ４，７０３ △ １，５２１ 

    
Ⅳ．現金及び現金同等物の増加額または減少額（△） ２４８ △ ６１２ △ ８６０ 
Ⅴ．現金及び現金同等物期首残高 １，５７１ １，８１９ ２４８ 
Ⅵ．新規連結による現金及び現金同等物の増加額 － １４ １４ 
Ⅶ．現金及び現金同等物期末残高 １，８１９ １，２２０ △ ５９８ 
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［連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項］ 
 １．連結の範囲に関する事項 
    子会社のうち、新世紀工業㈱、㈱水戸プロパティー、エスティ建材㈱、エス・ティ・サービス㈱、やまびこ工業㈱、 

㈱大和舗道、ほくりく工業㈱、みちのく工業㈱及び若栗建材㈱の９社を連結しております。 
前連結会計年度において、非連結子会社であった若栗建材㈱については、重要性が増したことにより、当連結会計年度
より連結の範囲に含めております。また、同じく当連結会計年度より連結の範囲に含めていた㈱ロイヤルフォレストゴル 
フ倶楽部については、平成18年12月に当社グループが保有する全株式を売却したため連結の範囲から除外しております。 
非連結子会社については、その総資産、売上高、過去５年間における平均の当期純損益のうち持分に見合う額及び利益
剰余金のうち持分に見合う額等はいずれも僅少であり、連結財務諸表に重要な影響を及ぼしておりません。 

 
 ２．持分法の適用に関する事項 
    非連結子会社１社及び関連会社２社のうち、持分法を適用しているものはありません。 
    持分法非適用の非連結子会社並びに関連会社の過去５年間における平均の当期純損益のうち持分に見合う額及び利益   

剰余金のうち持分に見合う額等のそれぞれの合計額は、過去５年間における平均の連結当期純損益及び利益剰余金等の   
額に対して、いずれもその割合が僅少であり、連結財務諸表に重要な影響を及ぼしておりません。 

 
 ３．連結子会社の事業年度等に関する事項 
    連結子会社の事業年度は、連結財務諸表提出会社と一致しております。 
 
 ４．会計処理基準に関する事項 
   （１）重要な資産の評価基準及び評価方法 
      有価証券 
       その他有価証券 
        時価のあるもの    ………  連結会計年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産 
                        直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

時価のないもの    ………  移動平均法による原価法 
 
       たな卸資産 
        未成工事支出金及びその他たな卸資産のうち 

販売用不動産      ………  個別法による原価法 
        その他たな卸資産のうち、材料貯蔵品  ………  移動平均法による原価法 
 
    （２）重要な減価償却資産の減価償却の方法 
      有形固定資産       ………  定率法 
                        ただし、平成10年4月１日以降の新規取得の建物（建物附属設備を除く） 

については定額法によっております。 
                        なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 
                            建物・構築物           ７ ～ ５０年 
                            機械・運搬具・工具器具備品    ５ ～  ７年 
      無形固定資産       ………  定額法 
                        なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間 

(５年)に基づく定額法によっております。 
 

（３）繰延資産の処理方法       
創立費          ………  ５年で均等償却しております。 

 
 

      （４）重要な引当金の計上基準 
      貸倒引当金        ………  売上債権、貸付金等の貸倒による損失に備えるため、一般債権について 

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等の特定の債権については、個別に 
回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

      完成工事補償引当金    ………  完成工事のかし担保及びアフターサービス等の支出に備えるため、当連 
結会計年度の完成工事高に前２期の補修費の実績割合を乗じた額を引当 
計上しております。 

          受注工事損失引当金    ………  工事受注契約に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末におけ 
                          る工事受注契約に係る損失見込額を計上しております。 
      賞与引当金        ………  従業員の賞与支給に備えて、当連結会計年度において負担すべき支給見 

込額を計上しております。 
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退職給付引当金     ………  従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債 

務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。 
                        なお、会計基準変更時差異（1,769 百万円）については、15 年による按

分額を費用処理しております。 
過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の
年数（13年）による定額法により費用処理しております。 

                        数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一 
定の年数（10年）による定額法によりそれぞれ翌連結会計年度から費用 
処理しております。 

 
 
   （５）完成工事高の計上基準   ………  完成工事高の計上は工事完成基準によっております。 
    

（６）重要なリース取引の処理方法 
     リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸 

借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
 

   （７）その他連結財務諸表作成のための重要な事項 
     消費税等の会計処理     ………  消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。 
     連結納税制度の適用     ………  連結納税制度を適用しております。 
 
 ５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 
    連結子会社の資産及び負債の評価は全面時価評価法によっております。 
 
 ６．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 
    連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預金及び取 

得日より３か月以内に満期日が到来する定期性預金からなっております。 
 
 
 

［ 会 計 方 針 の 変 更 ］ 
 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 
当連結会計年度より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９日） 
及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 平成17年12月 
９日）を適用しております。 
  従来の資本の部の合計に相当する金額は、４，６２６百万円であります。 
 
 
 

［ 注 記 事 項 ］ 

 
  （ 連 結 貸 借 対 照 表 関 係 ） 
  １．担保に供している資産 
                                                             

（前連結会計年度末）    （当連結会計年度末） 
       建物・構築物                      ２６９百万円         ７２８百万円 
       土  地                      ８，５０８百万円       ９，４３６百万円 
       合  計                      ８，７７８百万円      １０，１６５百万円 
  ２．保 証 債 務 
                                              

（前連結会計年度末）    （当連結会計年度末） 
                                     ９百万円           ７百万円 
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３．当社は平成 17 年９月に株式会社東京三菱銀行（現株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行）をアレンジャーとする総額     
１８，１６５百万円（うちタームローン１６,１６５百万円、コミットメントライン２，０００百万円）のシンジケー
トローン契約を締結しております（当連結会計年度末タームローン残高１３，６６５百万円。ただし、コミットメン
トラインは平成18年９月をもって終了）。 
なお、当該シンジケートローン契約には以下の財務制限条項（平成18年９月27日付けで一部変更）が付されており
ます。 
① 各決算期の期末日の貸借対照表及び連結貸借対照表における従来の資本の部の金額を、平成18年３月期において

は３０億円以上にそれぞれ維持し、平成19年３月期以降の各決算期においては当該決算期の直前の決算期または
平成 18 年３月期の期末日の貸借対照表及び連結貸借対照表における資本の部の金額のいずれか大きい方の  
７５％以上にそれぞれ維持すること。 

② 各決算期の損益計算書及び連結損益計算書において、２期連続して経常損失を計上しないこと。 
③ 各決算期の連結貸借対照表、連結損益計算書及び連結キャッシュ・フロー計算書に係るトータル・レバレッジ・

レシオを、平成18年３月期においては１１．0以下に維持し、平成19年３月期以降の各決算期においては１５．
０以下にそれぞれ維持すること。 

④ 各決算期の連結損益計算書におけるインタレスト・カバレッジ・レシオ（当該損益計算書における「営業利益」 
の金額を「支払利息」の金額で除した数値をいう。）を、平成18年３月期においては２．０以上に維持し、平成 
19年３月期以降の各期においては１．３以上にそれぞれ維持すること。 

⑤ 平成19年３月期以降の損益計算書及び連結損益計算書において、２期連続して当期純損失を計上しないこと。 
 
  （ 連 結 損 益 計 算 書 関 係 ） 
  １．販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額 
                                 （前連結会計年度）    （当連結会計年度） 
       従業員給与手当                   １，７５８百万円       ２，００７百万円 
       賞与引当金繰入額                     ２５百万円          ９７百万円 
       退職給付費用                      ２７３百万円         ２９０百万円 
       営業債権貸倒引当金繰入額                ６０８百万円         ４６０百万円 
 
  ２．一般管理費に含まれる研究開発費 
                                （前連結会計年度）    （当連結会計年度） 
                                   ２３０百万円         ２５９百万円 
３.減損損失 
当社グループは、当連結会計年度において、以下の資産または資産グループについて減損損失を計上しております。 
用途 種類 場所 金額 

事業用資産 機械・運搬具・工具器具備品、土地等 神奈川県他 ２８９百万円 
遊休資産 備品、土地等 東京都他 ６７百万円 
減損損失を認識した事業用資産については、管理会計上の事業所単位ごとに、また、遊休資産については個別物件ごと
にグルーピングしております。 
地域による継続的な地価の下落、使用目的の変更等により、上記資産または資産グループの帳簿価額を回収可能価額まで
減額し、当該減少額を減損損失（３５６百万円）として特別損失に計上しております。 
その内訳は、建物・構築物２６百万円、機械・運搬具・工具器具備品８６百万円、土地２２１百万円、無形固定資産２１
百万円であります。 
なお、当該資産グループの回収可能価額は、事業用資産については使用価値により、遊休資産については正味売却価額に
より測定しております。 
使用価値の算定に当たっては、事業用資産については将来キャッシュ・フローを３．５％で割引いて算定しております。 
また、正味売却価額の算定に当たっては、金額的重要性に乏しいため固定資産税評価額に合理的な調整を行って算出して 
おります。 

 
（連結株主資本等変動計算書関係） 

         （当連結会計年度） 
 １．期末日における発行済株式の数     普通株式   １２１，４５３，９６５株 
                      Ａ種優先株式   ６，０００，０００株     
                      Ｂ種優先株式  １２，４００，０００株    
 ２．期末日における自己株式の数      普通株式       １３７，１９７株 
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  （連結キャッシュ・フロー計算書関係） 
  １．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 
                                

（前連結会計年度）    （当連結会計年度） 
       現金預金勘定                   １，８１９百万円       １，２２０百万円 
       現金及び現金同等物                １，８１９百万円       １，２２０百万円 
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 （ セ グ メ ン ト 情 報 ） 
 
 （１）事業の種類別セグメント情報 
 
 前連結会計年度（平成１７年４月１日～平成１８年３月３１日）                    （単位：百万円） 
 

建   設 
事   業 

舗 装 資 材 
製造販売事業 

スポーツ関連 
事 業 及 び 
不動産事業等 

計 消 去 
又は全社 連   結 

Ⅰ．売上高及び営業損益       

  売 上 高       
 （１）外部顧客に対する売上高 46,063 17,597 543 64,204 － 64,204 
 （２）セグメント間の内部売上高 
    又 は 振 替 高 － 7,971 486 8,458 (8,458) － 

計 46,063 25,569 1,030 72,663 (8,458) 64,204 
  営 業 費 用 45,271 24,040 993 70,305 (6,140) 64,165 
  営 業 利 益 792 1,528 36 2,357 (2,318) 38 
Ⅱ．資産、減価償却費、 
  減損損失及び資本的支出 

資 産 29,218 19,838 2,125 51,181 2,467 53,649 
減 価 償 却 費 165 462 161 789 46 836 
減 損 損 失 － 1,411 13,432 14,844 144 14,989 
資 本 的 支 出 23 468 971 1,463 82 1,546 

  
 当連結会計年度（平成１８年４月１日～平成１９年３月３１日）                   （単位：百万円） 
 

建   設 
事   業 

舗 装 資 材 
製造販売事業 

スポーツ関連 
事 業 及 び 
不動産事業等 

計 消 去 
又は全社 連  結 

Ⅰ．売上高及び営業損益       
  売 上 高       
 （１）外部顧客に対する売上高 49,717 20,211 513 70,442 － 70,442 
 （２）セグメント間の内部売上高 
    又 は 振 替 高 － 7,342 468 7,810 (7,810) － 

計 49,717 27,554 981 78,253 (7,810) 70,442 
  営 業 費 用 48,445 25,750 896 75,092 (5,267) 69,824 
  営 業 利 益 1,272 1,803 85 3,161 (2,543) 617 
Ⅱ．資産、減価償却費、 
  減損損失及び資本的支出 

資 産 

 
 

22,468 

 
 

19,857 

 
 

1,138 

 
 

43,463 

 
 

5,619 

 
 

49,082 
減 価 償 却 費 129 439 148 718 40 759 
減 損 損 失 5 283 － 289 67 356 
資 本 的 支 出 8 924 219 1,152 88 1,241 

（注）１．事業区分の方法 
      日本標準産業分類及び連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分しております。 
    ２．各事業区分に属する主要な内容 
       建 設 事 業・・舗装、土木、建築工事その他建設工事全般に関する事業 
       舗 装 資 材 製 造 販 売 事 業・・アスファルト合材等舗装資材の製造販売に関する事業 
       スポーツ関連事業及び不動産事業等・・スポーツ関連事業及び不動産開発等その他事業 
    ３．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、前連結会計年度２，３１６百万円、当連

結会計年度２，５５１百万円であります。その主なものは、提出会社本社の管理部門に係る費用であります。 
    ４．資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、前連結会計年度４，８３５百万円、当連結会計年度   

７，１１５百万円であります。その主なものは、提出会社での余資運用資金（現金預金）、長期投資資金（投資有価
証券等）及び管理部門に係る資産等であります。 

 
 （２）所在地別セグメント情報 
      在外連結子会社がないため記載しておりません。 
 
 （３）海外売上高 
      海外売上高がないため記載しておりません。 
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 （ 関連当事者との取引） 
 
前連結会計年度（自 平成１７年４月１日 至 平成１８年３月３１日） 

関 係 内 容 

属 性 
会 社 等 
の 名 称 

住 所 
資本金又 
は出資金 

事業の内容 
又は職業 

議決権等の所有 
（被所有）割合 役 員 の 

兼 任 等 

事 業 上 

の 関 係 

取引の内容 取引金額 科 目 期末残高 

百万円  百万円  百万円 

28,401 

 

工事の請負 完成工事高 1,932 
受取手形・ 
完成工事 
未収入金等 

752 その他の 

関係会社 
東急建設㈱ 

東京都 

渋谷区 

 

建 設 業 
(被所有) 

直接 24.6％ 

兼任 2人 

転籍 2人 
舗装資材の 
販 売 

製品売上高 37 
未成工事

受入金 
   49 

 （注） 上記取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 
取引条件及び取引条件の決定方針等 
  １．工事の請負については、工事ごとに見積額を提示したうえで、一般取引先と同様の条件で決定されております。 
  ２．舗装資材の販売については、市場価格、総原価等を勘案したうえで販売単価を決定しております。 
 
当連結会計年度（自 平成１８年４月１日 至 平成１９年３月３１日） 
（１）親会社及び法人主要株主等 

関 係 内 容 

属 性 
会 社 等 
の 名 称 

住 所 
資本金又 
は出資金 

事業の内容 
又は職業 

議決権等の所有 
（被所有）割合 役 員 の 

兼 任 等 

事 業 上 

の 関 係 

取引の内容 取引金額 科 目 期末残高 

百万円  百万円  百万円 

10,069 

 

工事の請負 完成工事高 2,295 
受取手形・ 
完成工事 
未収入金等 

555 その他の 

関係会社 
東急建設㈱ 

東京都 

渋谷区 

 

建 設 業 
(被所有) 

直接 24.6％ 

兼任 5人 

転籍 1人  

    

 （注） 上記取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 
取引条件及び取引条件の決定方針等 
  １．工事の請負については、工事ごとに見積額を提示したうえで、一般取引先と同様の条件で決定されております。 
  ２．舗装資材の販売については、市場価格、総原価等を勘案したうえで販売単価を決定しております。 
 
（２）兄弟会社等 

関 係 内 容 

属 性 
会 社 等 
の 名 称 

住 所 
資本金又 
は出資金 

事業の内容 
又は職業 

議決権等の所有 
（被所有）割合 役 員 の 

兼 任 等 

事 業 上 

の 関 係 

取引の内容 取引金額 科 目 期末残高 

百万円  百万円  百万円 

280 資金の貸付 643 
 
短期貸付金 643 その他の

関係会社

の子会社 

東急ファイ

ナンスアン

ドアカウン

ティング㈱ 

東京都 

渋谷区 

 

東急グルー

プに対する

金 銭 の 貸

付・受入等 

 

― 
なし 

運転資金 

の貸借 受取利息 １ 
  

取引条件及び取引条件の決定方針等 
１．資金管理を東急グループ全体で統合管理するキャッシュマネジメントシステムに係るものであり、期末残高を記載
しております。 

２．利率については、市場金利を勘案して合理的に決定しております。 
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        （ 有 価 証 券 関 係 ） 
 

前 連 結 会 計 年 度  
  １．その他有価証券で時価のあるもの（平成１８年３月３１日現在） 
                                                  （単位：百万円） 

種 類 取 得 原 価 
連 結 貸 借 
対 照 表 計 上 額 

差 額 

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの    
    

株 式 ５８ ２３８ １８０ 
債 券 － － － 
そ の 他 ８ １０ １ 
合 計 ６６ ２４８ １８１ 

  ２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日まで） 
       売 却 額      売却益の合計額      売却損の合計額 
        ６７９百万円       ４０１百万円        △ ２百万円 
  ３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額（平成１８年３月３１日現在） 
    その他有価証券 
       非上場株式              ２１０百万円 
 
   当 連 結 会 計 年 度  
  １．その他有価証券で時価のあるもの（平成１９年３月３１日現在） 
                                                  （単位：百万円） 

種 類 取 得 原 価 
連 結 貸 借 
対 照 表 計 上 額 

差 額 

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの    
    

株 式 ６２ １８６ １２４ 
債 券 － － － 
そ の 他 ８ １０ ２ 
合 計 ７０ １９７ １２６ 

  ２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日まで） 
       売 却 額      売却益の合計額      売却損の合計額 
          ５百万円        － 百万円        － 百万円 
  ３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額（平成１９年３月３１日現在） 
    その他有価証券 
       非上場株式                            ２０６百万円 
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  （ 退 職 給 付 関 係 ） 
 １．採用している退職給付制度の概要 
    当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けております。 
 ２．退職給付債務に関する事項 
                             （前連結会計年度末）    （当連結会計年度末） 
   イ．退職給付債務                  △ ６，１７１百万円    △ ６，１３９百万円 
   ロ．年金資産                      １，４５７百万円      １，５４２百万円 
   ハ．未積立退職給付債務（イ＋ロ）          △ ４，７１４百万円    △ ４，５９７百万円 
   ニ．会計基準変更時差異の未処理額            １，０６１百万円        ９４３百万円 
   ホ．未認識数理計算上の差異               １，３３３百万円      １，１４８百万円 
   ヘ．未認識過去勤務債務（債務の減額） （注）１     △ ４２６百万円      △ ３７７百万円 
   ト．連結貸借対照表計上額純額（ハ＋ニ＋ホ＋ヘ）   △ ２，７４５百万円    △ ２，８８２百万円 
   チ．前払年金費用                        －百万円          －百万円 
   リ．退職給付引当金（ト－チ）            △ ２，７４５百万円    △ ２，８８２百万円 
       （注） １．提出会社は過年度において、退職給付制度における給付水準減額の制度変更を行ったため、 

過去勤務債務（債務の減額）が発生しております。 
           ２．連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 
 ３．退職給付費用に関する事項 
                             （前連結会計年度）    （当連結会計年度） 
   イ．勤務費用                        ２４７百万円        ２４７百万円 
   ロ．利息費用                        １５１百万円        １５４百万円 
   ハ．期待運用収益                     △ ４２百万円       △ ５１百万円 
   ニ．会計基準変更時差異の費用処理額             １１７百万円        １１７百万円 
   ホ．数理計算上の差異の費用処理額              ２１９百万円        ２１２百万円 
   ヘ．過去勤務債務の費用処理額    （注）２       △ ４０百万円       △ ４９百万円 
   ト．臨時に支払った割増退職金                  －百万円          －百万円 
   チ．退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ＋ト）       ６５３百万円        ６３２百万円 
       （注） １．簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は「イ．勤務費用」に含めております。 
           ２．「２．退職給付債務に関する事項」(注)1.に記載の過去勤務債務に係る当連結会計年度の 

費用処理額であります。 
 ４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 
                             （前連結会計年度）    （当連結会計年度） 
   イ．退職給付見込額の期間配分方法         勤務期間を基準とする方法  勤務期間を基準とする方法 
   ロ．割引率                          ２．５％          ２．５％ 
   ハ．期待運用収益率                      ３．５％          ３．５％ 
   ニ．過去勤務債務の額の処理年数             １５年（定額法）      １３年（定額法） 
   ホ．数理計算上の差異の処理年数             １０年（定額法）      １０年（定額法） 
   ヘ．会計基準変更時差異の処理年数                １５年           １５年 
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［生産、受注及び販売の状況］    
                                                  （単位：百万円） 

前 連 結 会 計 年 度 当 連 結 会 計 年 度 

自 平成１７年４月 １日 自 平成１８年４月 １日 

至 平成１８年３月３１日 至 平成１９年３月３１日 

比較増減 

          期   別 

 

 

 区   分 金    額 構成比率 金    額 構成比率 金    額 

  ％  ％  

アスファルト舗装 ３５，３８４ ５３．７ ３９，９３８ ５５．８ ４，５５４ 

コンクリート舗装 ８２３ １．３ １，０７１ １．５ ２４７ 

土 木 工 事 等 １１，５０３ １７．５ ９，８６０ １３．８ △ １，６４２ 

建

設

事

業 

計 ４７，７１１ ７２．５ ５０，８７０ ７１．１ ３，１５６ 

舗装資材製造販売事業 １７，５９７ ２６．７ ２０，２１１ ２８．２ ２，６１４ 

スポーツ関連事業及び不動産事業等 ５４３ ０．８ ５１３ ０．７ △ ３０ 

受

注

高 

合     計 ６５，８５２ １００．０ ７１，５９５ １００．０ ５，７４３ 

アスファルト舗装 ３５，０６６ ５４．６ ３６，１６８ ５１．４ １，１０１ 

コンクリート舗装 １，６１１ ２．５ ２，１４３ ３．０ ５３１ 

土 木 工 事 等 ９，３８４ １４．６ １１，４０５ １６．２ ２，０２０ 

建

設

事

業 計 ４６，０６３ ７１．７ ４９，７１７ ７０．６ ３，６５４ 

舗装資材製造販売事業 １７，５９７ ２７．４ ２０，２１１ ２８．７ ２，６１４ 

スポーツ関連事業及び不動産事業等 ５４３ ０．９ ５１３ ０．７ △ ３０ 

 

売

上

高 

合     計 ６４，２０４ １００．０ ７０，４４２ １００．０ ６，２３８ 

アスファルト舗装 １０，２９２ ６３．３ １４，０６２ ８０．７ ３，７６９ 

コンクリート舗装 １，０７１ ６．６ ０ ０．０ △ １，０７１ 

土 木 工 事 等 ４，８９７ ３０．１ ３，３５２ １９．３ △ １，５４４ 

建

設

事

業 計 １６，２６２ １００．０ １７，４１５ １００．０ １，１５３ 

舗装資材製造販売事業 － － － － － 

スポーツ関連事業及び不動産事業等 － － － － － 

繰

越

高 

合     計 １６，２６２ １００．０ １７，４１５ １００．０ １，１５３ 
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５５５５    個 別 財 務 諸個 別 財 務 諸個 別 財 務 諸個 別 財 務 諸 表表表表    
 
（１）貸 借 対 照 表 

                                                 （単位：百万円） 
前 事 業 年 度 当 事 業 年 度 

（平成１8年３月３１日現在） （平成１９年３月３１日現在） 
比 較 増 減 

       期   別 
 
 科   目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 
（ 資 産 の 部 ） ％  ％ 

   
流 動 資 産  ３５，１３９ ６６．６ ３２，１４７ ６５．２ △ ２，９９２
  現 金 預 金 １，７６６ １，１７７  △ ５８９
  受 取 手 形 ３，３０９ １，０１３  △ ２，２９６
  完成工事未収入金 １８，０８０ １４，８２４  △ ３，２５５
  売 掛 金 ６，２７８ ７，７４９  １，４７１

  販 売 用 不 動 産 １０２ ７２  △ ２９
  未 成 工 事 支 出 金 ３，６８８ ３，５０８  △ １８０
  材 料 貯 蔵 品 ３３９ ２９７  △ ４２
  短 期 貸 付 金 ５３４ １，２０１  ６６６

  未 収 入 金 １，３２０ １，５９４  ２７３

  そ の 他 ７０４ ９９２  ２８８

   貸 倒 引 当 金 △ ９８４ △ ２８４  ７００

   
固 定 資 産 １７，６３８ ３３．４ １７，１８７ ３４．８ △ ４５０
 有 形 固 定 資 産 １５，６４１ １５，５３９  △ １０２
  建 物 ・ 構 築 物 ２，１２３ ２，０７５  △ ４７
  機 械 ・ 運 搬 具 １，３４８ １，４７３  １２４

  工 具 器 具 ・ 備 品 １８１ １０２  △ ７９
  土 地 １１，９３６ １１，８８８  △ ４８
  建 設 仮 勘 定 ５１ －  △ ５１
   
 無 形 固 定 資 産 １６４ １２０  △ ４３
   
 投資その他の資産 １，８３２ １，５２７  △ ３０４
  投 資 有 価 証 券 ４５５ ４００  △ ５４
  関 係 会 社 株 式 ４０５ ３７３  △ ３１
  長 期 貸 付 金 ６３ ５０  △ １２
  関係会社長期貸付金 １０９ １０５  △ ４
  長 期 滞 留 債 権 １９，８８５ ２０，９７３  １，０８８

  破 産 更 生 等 債 権 ３，０２１ ２，１０８  △ ９１２
  そ の 他 ６７９ ４８２  △ １９７
   貸 倒 引 当 金 △ ２２，７８７ △ ２２，９６８  △ １８０

資 産 合 計 ５２，７７７ １００．０ ４９，３３４ １００．０ △ ３，４４３
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                                                  （単位：百万円） 

前 事 業 年 度 当 事 業 年 度 
（平成１8年３月３１日現在） （平成１９年３月３１日現在） 

比 較 増 減 
       期   別 
 
 科   目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 
（ 負 債 の 部 ） ％  ％ 

   
流 動 負 債  ３１，１３１ ５９．０ ２９，４４３ ５９．６ △ １，６８８
  支 払 手 形 ８，４３２ ８，８５２  ４２０
  工 事 未 払 金 １０，０７０ ９，９７２  △ ９８
  買 掛 金 ５，２３３ ４，０４４  △ １，１８８
  短 期 借 入 金 ３，７８６ １，９７７  △ １，８０８
  未 払 法 人 税 等 １２９ ５３  △ ７６
  未 成 工 事 受 入 金 ２，５４６ ２，７６９  ２２３
  完成工事補償引当金 ３５ ６０  ２４
  受注工事損失引当金 ７ １１  ４
  賞 与 引 当 金 ８６ ２４６  １５９
  営 業 外 支 払 手 形 １０９ ２５３  １４４
  そ の 他 ６９４ １，２０２  ５０８
   
固 定 負 債 １７，９２７ ３４．０ １５，５６８ ３１．６ △ ２，３５９
  長 期 借 入 金 １５，１６５ １２，６６５  △ ２，５００
  退 職 給 付 引 当 金 ２，７３８ ２，８７７  １３９
  繰 延 税 金 負 債 － ７  ７
  そ の 他 ２３ １８  △ ５

負 債 合 計 ４９，０５９ ９３．０ ４５，０１１ ９１．２ △ ４，０４７
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前 事 業 年 度 当 事 業 年 度 
（平成１8年３月３１日現在） （平成１９年３月３１日現在） 

比 較 増 減 
       期   別 
 
 科   目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 
      
（ 資 本 の 部 ）      

      
資 本 金 ２，０００ ３．８ － － △ ２，０００ 
資 本 剰 余 金 １８，６７９ ３５．４ － － △ １８，６７９ 
 資 本 準 備 金 
 その他資本剰余金 

５００ 
１８，１７９ 

 
 

－ 
－ 

－ 
－ 

△ ５００ 
△ １８，１７９ 

利 益 剰 余 金 △ １７，１２８ △ ３２．５ － －  １７，１２８ 
 当 期 未 処 分 利 益   △ １７，１２８  － －  １７，１２８ 
その他有価証券評価差額金 １８１ ０．３ － － △ １８１ 
自 己 株 式 △ １４ △ ０．０ － －  １４ 

      

資 本 合 計 ３，７１８ ７．０ － － △ ３，７１８ 

負 債 資 本 合 計 ５２，７７７ １００．０ － － △ ５２，７７７ 

      
（ 純 資 産 の 部 ）      

      
株 主 資 本 － － ４，２０３ ８．６ ４，２０３ 
資 本 金 － － ２，０００ ４．１ ２，０００ 
資 本 剰 余 金 － － １，５５０ ３．１ １，５５０ 
 資 本 準 備 金 － － ５００ １．０ ５００ 
 その他資本剰余金 － － １，０５０ ２．１ １，０５０ 
利 益 剰 余 金 － － ６６８ １．４ ６６８ 
 その他利益剰余金 － － ６６８ １．４ ６６８ 
  繰越利益剰余金 － － ６６８ １．４ ６６８ 
自 己 株 式 － － △ １５ △０．０ △ １５ 

 － －    
評 価 ・ 換 算 差 額 等 － － １１９ ０．２ １１９ 
その他有価証券評価差額金 － － １１９ ０．２ １１９ 

      
純 資 産 合 計 － － ４，３２２ ８．８ ４，３２２ 

負 債 純 資 産 合 計 － － ４９，３３４ １００．０ ４９，３３４ 
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（２）損 益 計 算 書                                  （単位：百万円） 

前 事 業 年 度 当 事 業 年 度 
自 平成１７年４月 １日 
至 平成１８年３月３１日 

自 平成１８年４月 １日 
至 平成１９年３月３１日 

比較増減 
     期   別 
 
 
 科   目 金 額 百分比 ％ 金 額 百分比 ％ 金 額 
売 上 高 （６２，３５３） （１００．０） （６８，７９７） （１００．０） （６，４４４）

 完 成 工 事 高 ４４，７０５ １００．０ ４８，４５５ １００．０ ３，７４９

 製 品 等 売 上 高 １７，６４７ １００．０ ２０，３４２ １００．０ ２，６９５

売 上 原 価 （９２．９） （６３，８４８） （９２．８） （５，９４８）

 完 成 工 事 原 価 
（５７，８９９）

４２，３０２ ９４．６ ４５，７６８ ９４．５ ３，４６６

 製 品 等 売 上 原 価 １５，５９７ ８８．４ １８，０８０ ８８．９ ２，４８２

売 上 総 利 益 （４，４５３） （７．１） （４，９４９） （７．２） （４９５）

 完 成 工 事 総 利 益 ２，４０３ ５．４ ２，６８６ ５．５ ２８２

 製品等売上総利益 ２，０５０ １１．６ ２，２６２ １１．１ ２１２

販売費及び一般管理費 ４，４３１ ７．１ ４，４６３ ６．５ ３１

 営 業 利 益 ２２ ０．０ ４８５ ０．７ ４６３

営 業 外 収 益 （５２） （０．１） （９１６） （１．３） （８６３）

 受 取 利 息 １０ ２４  １３

 受 取 配 当 金 １１ ８５４  ８4２
 雑 収 入 ３０ ３７  ７

営 業 外 費 用 （９２２） （１．５） （４４２） （０．６） （△ ４８０）
 支 払 利 息 
 新 株 発 行 費 
 シンジケートローン組成費用 

５８１

１１３

１６７

３４１

－

－

 △ ２４０
△ １１３
△ １６７

 雑 支 出 ６０ １０１  ４０

 経 常 利 益 △ ８４８ △ １．４ ９５９ １．４ １，８０８

特 別 利 益 （４２３） （０．７） （３０） （０．０） （△ ３９３）
 固 定 資 産 売 却 益 ６ １  △ ５
 ゴルフ会員権償還益 １５ －  △ １５
 投資有価証券売却益 ４０１ －  △ ４０１
 貸倒引当金戻入益 － ２８  ２８

特 別 損 失 （１６，６５３） （２６．７） （６０８） （０．９） （△ １６，０４４）
 固 定 資 産 売 却 損 ９ ３０  ２０

 固 定 資 産 除 却 損 ９ １６  ７

 貸 倒 損 失 ７４ －  △ ７４
 貸倒引当金繰入額 ６７４ －  △ ６７４
 販 売 用 不 動 産 評 価 損 ７９２ －  △ ７９２
 子 会 社 株 式 評 価 損 １２，８７９ ３６  △ １２，８４３
ゴルフ会員権評価損 － １４８  １４８

 減 損 損 失 １，７６１ ３３７  △ １，４２３
 そ の 他 特 別 損 失 ４５１ ３８  △ ４１３
  税 引 前 当 期 純 利 益 △ １７，０７８ △ ２７．４ ３８１ ０．６ １７，４５９

  法人税、住民税及び事業税 ５０ ０．１ △ ２８７ △ ０．４ △ ３３７
  当 期 純 利 益 △ １７，１２８ △ ２７．５ ６６８ １．０ １７，７９６

  前 期 繰 越 利 益 
  資本減少による繰越損失填補額 

△ ２，４９１
２，４９１

－

－

 ２，４９１

△ ２，４９１

  当 期 未 処 分 利 益 △ １７，１２８ －  １７，１２８
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（３）損 失 処 理 計 算 書 

                                                  
        前事業年度 

（平成18年６月29日） 
区分 金 額（百万円） 

（当期末処理損失の処理）   
   
Ⅰ 当 期 未 処 理 損 失  １７，１２８ 
   
Ⅱ 損 失 処 理 額   

その他資本剰余金取崩額 １７，１２８ １７，１２８ 
Ⅲ 次 期 繰 越 損 失  － 
   
（その他資本剰余金の処分） 
 
Ⅰ その他資本剰余金 
 
Ⅱ その他資本剰余金処分額  

当期未処理損失への充当額 

 
 
 
 
 

１７，１２８ 

 
 

１８，１７９ 
    

  
１７，１２８ 

Ⅲ その他資本剰余金次期繰越額  １，０５０ 
   

  （注）日付は株主総会決議年月日であります。 
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（４）株 主 資 本 等 変 動 計 算 書 
 
当事業年度 （自 平成１８年４月１日 至 平成１９年３月３１日）                  （単位：百万円） 

株主資本 
資本剰余金 利益剰余金 

その他利益
剰余金  

資本金 資本  
剰余金 

その他 
資 本  
剰余金 

資本剰余金 
合計 繰越利益 

剰余金 

利益剰余金 
合計 

自己株式 株主資本
合計 

平成１８年３月３１日残高 ２，０００ ５００ １８，１７９ １８，６７９ △１７，１２８ △１７，１２８ △１４ ３，５３６ 

事業年度中の変動額         

当期純利益 － － － － ６６８ ６６８ － ６６８ 

繰越利益剰余金てん補額 － － △１７，１２８ △１７，１２８ １７，１２８ １７，１２８ － － 

自己株式の取得 － － － － － － △１ △１ 

株主資本以外の項目の 
事業年度中の変動額（純額） － － － － － － － － 

事業年度中の変動額合計 － － △１７，１２８ △１７，１２８ １７，７９６ １７，７９６ △１ ６６６ 

平成１９年３月３１日残高 ２，０００ ５００ １，０５０ １，５５０ ６６８ ６６８ △１５ ４，２０３ 

 

評価・換算差額等 
 その他有価証券 

評 価 差 額 金 
評 価 ・ 換 算 
差 額 等 合 計 

純資産合計 

平成１８年３月３１日残高 １８１ １８１ ３，７１８ 

事業年度中の変動額    

当期純利益 － － ６６８ 

繰越利益剰余金てん補額 － － － 

自己株式の取得 － － △１ 

株主資本以外の項目の 
事業年度中の変動額（純額） △６２ △６２ △６２ 

事業年度中の変動額合計 △６２ △６２ ６０４ 

平成１９年３月３１日残高 １１９ １１９ ４，３２２ 
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［ 重 要 な 会 計 方 針 ］ 

 
   １．有価証券の評価基準及び評価方法 
       子会社株式及び関連会社株式   …   移動平均法による原価法 
       その他有価証券 
        時価のあるもの        …   決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法   
                           により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 
        時価のないもの        …   移動平均法による原価法 
   ２．たな卸資産の評価基準及び評価方法 
       未成工事支出金、販売用不動産  …   個別法による原価法 
       材料貯蔵品           …   移動平均法による原価法 
   ３．固定資産の減価償却の方法 
     （１）有形固定資産         …   定率法 
                           ただし、平成10年４月1日以降の新規取得の建物（建物附属設備を 
                           除く）については定額法によっております。 
                           なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 
                             建物・構築物     …   ７ ～ ５０年 
                             機械・運搬具     …   ５ ～  ７年 
     （２）無形固定資産         …   定額法 
                           なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能 
                           期間（５年）に基づく定額法によっております。 
  ４．引当金の計上基準 
     （１）貸倒引当金          …   売上債権、貸付金等の貸倒による損失に備えるため、一般債権につ 
                           いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等の特定の債権については、 
                           個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 
     （２）完成工事補償引当金      …   完成工事のかし担保及びアフターサービス等の支出に備えるため、 
                           当期の完成工事高に前２期の補修費の実績割合を乗じた額を引当計 

上しております。 
（３）受注工事損失引当金      …   工事受注契約に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末におけ

る工事受注契約に係る損失見込額を計上しております。 
     （４）賞与引当金          …   従業員の賞与支給に備えて、当期の負担すべき支給見込額を計上し 
                           ております。 
     （５）退職給付引当金        …   従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。 
                           なお、会計基準変更時差異（1,769百万円）については、15年によ 
                           る按分額を費用処理しております。 
                           過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一 
                           定の年数（13年）による定額法により費用処理しております。 
                           数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内 
                           の一定の年数（10年）による定額法によりそれぞれ翌期から費用処

理しております。 
   ５．収益及び費用の計上基準 
      完成工事高の計上基準       …   完成工事の計上は、工事完成基準によっております。 
   ６．リース取引の処理方法 
      リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸 
      借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
   ７．その他財務諸表作成のための重要な事項 
     （１）消費税等の会計処理      …   消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。 
     （２）連結納税制度の適用      …   連結納税制度を適用しております。 
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                 [ 会 計 方 針 の 変 更 ] 
      
（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 
当事業年度より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９日）及び「貸
借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 平成17年12月９日）を適用
しております。 
  従来の資本の部の合計に相当する金額は、４，３２２百万円であります。  
 
 

［ 注 記 事 項 ］ 
 
  （ 貸 借 対 照 表 関 係 ） 
                         （前事業年度末）     （当事業年度末） 
  １．有形固定資産の減価償却累計額      １７，４５８百万円   １７，２３７百万円 
  ２．担保に供している資産  建物・構築物     ２５１百万円      ７１２百万円 
                土    地   ８，５０８百万円    ９，４３６百万円 
  ３．保証債務                     ９百万円        ７百万円 
４．当社は平成 17 年９月に株式会社東京三菱銀行（現株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行）をアレンジャーとする総額    
１８，１６５百万円（うちタームローン１６,１６５百万円、コミットメントライン２，０００百万円）のシンジケート
ローン契約を締結しております（当事業年度末タームローン残高１３，６６５百万円。ただし、コミットメントライン
は平成18年９月をもって終了）。 

    なお、当該シンジケートローン契約には以下の財務制限条項（平成18年９月27日付けで一部変更）が付されておりま
す。 
① 各決算期の期末日の貸借対照表及び連結貸借対照表における従来の資本の部の金額を、平成18年３月期においては  
３０億円以上にそれぞれ維持し、平成 19 年３月期以降の各決算期においては当該決算期の直前の決算期または平成
18 年３月期の期末日の貸借対照表及び連結貸借対照表における資本の部の金額のいずれか大きい方の７５％以上に
それぞれ維持すること。 

② 各決算期の損益計算書及び連結損益計算書において、２期連続して経常損失を計上しないこと。 
③ 各決算期の連結貸借対照表、連結損益計算書及び連結キャッシュ・フロー計算書に係るトータル・レバレッジ・レシ
オを、平成18年３月期においては１１．0以下に維持し、平成19年３月期以降の各決算期においては１５．０以下
にそれぞれ維持すること。 

④ 各決算期の連結損益計算書におけるインタレスト・カバレッジ・レシオ（当該損益計算書における「営業利益」の金
額を「支払利息」の金額で除した数値をいう。）を、平成18年３月期においては２．０以上に維持し、平成19年３
月期以降の各期においては１．３以上にそれぞれ維持すること。 

⑤ 平成19年３月期以降の損益計算書及び連結損益計算書において、２期連続して当期純損失を計上しないこと。 
 
   （ 損 益 計 算 書 関 係 ） 

１． 減損損失 
当社は、当事業年度において、以下の資産または資産グループについて減損損失を計上しております。 

用途 種類 場所 金額 
事業用資産 機械・運搬具・工具器具・備品、土地等 神奈川県他 ２７０百万円
遊休資産 備品、土地等 東京都他 ６７百万円
減損損失を認識した事業用資産については、管理会計上の事業所単位ごとに、また、遊休資産については個別物件ごと
にグルーピングしております。 
地域による継続的な地価の下落、使用目的の変更等により、上記資産または資産グループの帳簿価額を回収可能価額ま
で減額し、当該減少額を減損損失（３３７百万円）として特別損失に計上しております。 
その内訳は、建物・構築物２６百万円、機械・運搬具２７百万円、工具器具・備品５８百万円、土地２２１百万円、無
形固定資産３百万円であります。なお、当該資産グループの回収可能価額は、事業用資産については使用価値により、
遊休資産については正味売却価額により測定しております。 
使用価値の算定に当たっては、事業用資産については将来キャッシュ・フローを３．５％で割引いて算定しております。 
また、正味売却価額の算定に当たっては、金額的重要性に乏しいため固定資産税評価額に合理的な調整を行って算出し
ております。 

 


